





Choice of the University Museum as a Museum-Equivalent Establishment






















のが博物館法である。全29条は５章（１：総則 ２：登録 ３：公立博物館 ４：私立博物館 ５：雑
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18 ʻA museum is a non-profit, permanent institution in the service of society and its development, open to the public, which
acquires, conserves, researches, communicates and exhibits the tangible and intangible heritage of humanity and its




（the tangible and intangible heritage of...）も資料と認められたところ。
てもお客様だが、学生が同じことをしたら、ついでに展示も見て行くようにと教育的指導くらいはする。
最近の出来事だが、ある学生に対して、展示を見に来られた時にはお客様として、授業の一環で来た時
には学生として接し、展示室使用団体の一人として来館した時には仕事の相手として容赦なく対等に扱う
という事例があった。美術館に行くたびに様々に応接されてさぞ面食らっただろうが、日常の延長のあら
ゆる場面で真剣に対応していく姿を見せることも、生きた教材としての学芸員の役割であろうと考えてい
る。
Ｖ．佐賀大学美術館のケース――博物館実習をめぐる議論の中から
本稿の著者２人は、平成25年10月に開館した佐賀大学美術館に勤務する者である（佐々木は、美術館の
理念や設計が既に固まった平成25年４月から当館に勤務）。佐賀大学美術館の設立準備の経緯については、
開館記念展図録
19
に記されているので、ここでは省くが、美術館の開館後、「博物館実習」を当館で行う
か否かは、当初から設立準備委員会の議論に含まれていた。
佐賀大学では、博物館学芸員養成課程を平成元年の教育学部総合文化課程の設立時からスタートさせて
いた。四半世紀の間に学芸員資格を取得した学生は400名を優に超えるが、この間、佐賀大学では、博物
館実習を学外の国公私立の博物館・美術館に全て依頼してきた。そのような状況の中、大学美術館設立が
決定され、それに伴い、大学美術館における博物館実習の可能性についての議論が始まったのは自然の流
れであった。数ヶ月に及ぶ議論の末、メンバーに学外委員も名を連ねた設立準備委員会が出したのは、博
物館実習は従来どおり、学外の施設において行い、大学美術館はその補助的な役割を担うという結論で
あった。現状では、佐賀大学美術館は、平成24年からの博物館法の改正によって博物館実習の中に取り込
まれた「大学内実習」の一部について、当該学部（現在学芸員課程をもっているのは、文化教育学部）に
協力することになった。
一方、佐賀大学美術館の設計準備委員会も、設立準備委員会での議論とのキャッチボールを繰り返しな
がら、博物館実習について議論を繰り返した。博物館実習を大学美術館で行うのであれば、どのような実
習が可能で、そのためにはどのような「実習室」を作る必要があるか等、についての議論が繰り返され
た。結局、「実習室」として使えるスペースは、設計に取り込まれないことになった。
佐賀大学美術館と「博物館実習」の関わり、そしてその中で「実習室」をどうするかという議論が、こ
のように消極的な結論に至った背景には、容易に推測が可能であろうが、予算の問題があった。専任の教
員を配置することが叶わず、常勤学芸員は１名のみ、しかもその学芸員は研究・教育職ではなく、事務職
として採用されることになった。このような状況では、佐賀大学美術館において、学生の「博物館実習」
の指導は事実上、不可能となり、ましてや学外からの実習生を受け入れることなど困難であろうというの
が、その時点での判断になった。
一方、「博物館相当施設」と「博物館類似施設」の問題についても設立準備委員会委員の間で議論が
あったが、それが尽くされていたとは言い難い。現段階において、佐賀大学美術館が「相当施設」と「類
似施設」のどちらの道を選択すべきかという問題を改めて考えてみることは、佐賀大学美術館の今後を考
える上で重要である。
佐賀大学美術館の「博物館実習」と博物館の登録の問題に関わる議論において、これまで抜け落ちてい
たポイントの一つは、前述のリカレント教育をも視野にいれた長期的なスパンで学芸員の育成に大学及び
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19 佐々木奈美子「ともに育つ現場へ―佐賀大学美術館の船出」『美術・工芸教室60年の軌跡Ⅰ-特美の育成者たち』佐賀大
学美術館開館記念特別展図録、2013年、10-13頁。
大学博物館がかかわることと、他大学では養成することのできない学芸員候補者を育成するという、養成
システムの見直しをも含めた強い自覚であろう。
佐賀大学では、平成28年に新学部として芸術学部（仮称）が設立される予定である（設置認可申請中）。
新学部には日本ではじめての「キュレーター養成コース」のセットアップが計画されている。新学部設立
を機に、これまで以上に指導体制を強化し、何より優先される、学芸員を育成するという学部のミッショ
ンの実現に向けて、今、何が必要かを再考しなければならない。
Ⅵ．大学博物館の利点――結語
大学博物館の問題点として、守重信郎は次の３つを指摘している。第一には、大学博物館に関する法的
規定がなく、さまざまな形態の大学開放施設が大学博物館の範疇に収められている点。第二には、大学博
物館の職員構成に兼務が多く、慢性的な職員不足に陥り、学芸員が専門的な活動に打ち込める環境にない
こと。第三には、博物館予算が大学の経理に大きく左右され、博物館独自の活動が困難なことである
20
。
そのような状況下だが、それでも、大学博物館ならではの良さも、確かにある。
よくユニバーシティ・ミュージアムの利点にあげられるのが、人的資源である。同じ組織内に帰属する
大学内の教員という膨大な知的資産があり、活用の道が制度的に許されている状況は、地域館にはない。
博物館内の人材では限りのある事業について、特定のプロジェクトのような限定された機会だけではな
く、日常的、また長期的に構想、展開していくことも可能である。職員についても同様である。大規模地
域館のように学芸員を含む大勢が博物館業務にあたる施設をうらやましく思う一方、そこでは、殆どのこ
とが館内で処理され、解決されねばならない。大学博物館の場合には、館を出て別棟に行けば、所属部課
の上司や、その他にも大勢の職員が働いていて有益な助言や協力を得ることができる。もちろん、それぞ
れが忙しい教職員の理解を得るためには、また、協働する中でも博物館学の基本線を担保していくために
は、粘り強い説明や、実際に博物館の仕事を示していくこと、そして、博物館の職員自身が各学部の研究
や事績について、あるいは学内組織の動きや仕事について謙虚に学んでいく姿勢が不可欠である。
横断的な発想や、実験的な試み、研究室内では許されないような無謀な取り合わせも、博物館を舞台に
すれば可能となる。そのような中から、新しい学問領域や、研究対象すら生まれてくるかもしれない。そ
して、知の先端を垣間見たお客様が、それを面白いと思われたり、とりわけ若い来館者が自分の将来につ
ながる何かを見出しだりするならば、それに勝ることはない。
西野嘉章の『大学博物館』の冒頭部にある言葉を引用する。「大学博物館は、なるほど、大学の一部局
でありかつまた一個の博物館施設である。しかし、大学（University）と博物館（Museum）、これら二
つの施設・組織の臨界域に位置する大学博物館は…一般の博物館と似て非なるもの。なぜなら、大学博物
館は学問の体系に則って収集された学術標本コレクションを恒久的に保存・管理する保管施設であると同
時に、学内の教育研究を支援する基盤施設であり、かつまた先端的な知と情報を創出・発信する戦略施設
だからである｣
21
。
平成19年、これからの博物館の在り方に関する検討協力者会議は、登録博物館が博物館全体の9.6％と
いう状況の改善のために、設置者の別を問わない登録制度の導入を提言した
22
。平成20年の博物館法改正
には直接反映されず、今後の課題となった。同会議は平成22年の報告で、再度申し出ている
23
。
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20 守重信郎「わが国の大学博物館の問題点とその背景」『日本大学大学院総合社会情報研究科紀要』No.8, 2007年、
209-219頁。
21 西野、前掲書、ⅰ-ⅱ頁。
22 平成19年６月「博物館の設置及び運営上の望ましい基準の見直しについて」、前掲『博物館に関する基礎資料』471頁。
同報告書には、また、こうある。「博物館の運営財源の大部分は、従来、設置者の負担であったが、今
後は、それのみならず、資料の寄贈なども含めて幅広い財源の確保に努めることが望ましい。そのために
も直接の博物館利用者のみならず、広く地域住民に現在の博物館の姿を伝えることなどを通じて博物館へ
の関心を高め、理解を得ることが重要である｣
24
。
博物館も、博物館法も曲がり角を迎えつつあり、それは、大学博物館にも何らかの形で影響してくるだ
ろう。学芸員は常に外界の動きに敏感になり、大学や博物館が、その段階で最良の道を選べるようにアン
テナを張っておかなくてはならない。すでに状況はゆるやかなカーブの途上にあり、ひょっとすると気づ
いた時には流れが大きく変わっている可能性もある。
大学博物館は、新時代の博物館へと向かう総合的な動きの中で何らかの役割を果たしていくことも、学
校教育の本分を守り、一般博物館とは一線を画した独自の運営を続けていくことも、いずれも選択でき、
いずれも意味がある。博物館相当施設の申請をすることは一つの選択肢に過ぎないが、その背後には、ど
の方向へと館を向かわせるか、学校教育と社会教育の比重の置き方、他館・他大学博物館との連携等、
様々な課題が横たわっている。関係者たちには、着眼大局・着手小局の、冷静で多方向的な判断が求めら
れる状況が今後も続いていくだろう。
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23 平成22年３月「博物館設置及び運営上の望ましい基準の見直しについて（報告）」、前掲『博物館に関する基礎資料』
538-550頁。
24 同上、541頁。
